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家族関係社会支出の国際比較および合計特殊出生率との関連検討
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目的 国際的にも少子化は重要な社会課題として取り上げられており，少子化対策として子育て世

帯への給付費に多くの財源を充てることが必要との見解が示されている。本研究では，子ども

関連の社会保障費に関する国際比較および合計特殊出生率との関連を検討することを目的とし

た。

方法 対象は OECD (Organisation for Economic Co-operation and Development経済協力開発機

構）加盟国のうち2011年度の家族関係社会支出対 GDP (Gross Domestic Product国内総生産）

比と高齢関係社会支出対 GDP 比が計上されている34か国である。各加盟国の家族関係社会支

出対 GDP 比を 0～14歳の子どもの人口割合（年少人口割合）で除したものと高齢関係社会支

出対 GDP 比を65歳以上の高齢者の人口割合（老年人口割合）で除したものを算出し，国際比

較を行った。また，各人口割合を考慮した合計特殊出生率と家族関係社会支出対 GDP 比の相

関分析と偏相関分析を行い，両者間の関連を検討した。

結果 社会支出対 GDP 比を年少および老年人口割合を考慮して比較をした結果，OECD加盟国の

平均は家族関係社会支出が0.13，高齢関係社会支出が0.47であったのに対し，日本は家族関係

社会支出が0.10，高齢関係社会支出が0.45であった。次に合計特殊出生率と家族関係社会支出

対 GDP 比に関する相関分析の結果，現物給付対 GDP 比と合計特殊出生率との間に相関傾向

（r＝0.32, P＝0.06）がみられた。また，家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生率との偏

相関分析の結果，両者の間に有意な相関がみられた。現金給付と現物給付に分け，それぞれの

GDP 比と合計特殊出生率との偏相関分析の結果では，両者とも合計特殊出生率との間に有意

な相関（r＝0.51, P＜0.01）があり，現金給付（r＝0.39, P＝0.03）よりも現物給付（r＝0.45,
P＜0.01）のほうがより強い相関であった。

結論 日本の子どもや子育て世帯への社会保障費は，経済水準を考慮した国際的な比較において

GDP 比が低かった。また，社会保障の中でも保育サービスや就学前教育の充実など現物給付

を増やすことは，合計特殊出生率を回復させる一要因となることが示唆された。
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 緒 言

近年，日本は超高齢社会となり，多額の社会保障

費が支出されている。今日，社会保障制度は，疾病

や加齢等の個人の力のみでは対処できない事態が発

生した際のセーフティネットとして機能することに

より，国民の生活を支え，その安定のために重要な

役割を果たし，国家の社会・経済の安定や発展に寄

与している1～3)。厚生労働省によると，2014年度予

算ベース4) における社会保障費対 GDP (Gross
Domestic Product国内総生産）比は23.0である。

社会保障費の内訳をみると，年金に11.2，医療に

7.4，介護に1.9，子ども・子育てに1.1であ

る。保障費の多くが年金や医療，介護など高齢者に

関する項目への支出であり，子どもや子育て世帯へ

の支出は高齢者関連の10分の 1 程度と少額である。

各国の社会保障のレベルを図る一つの指標として，

OECD (Organisation for Economic Co-operation and
Development経済協力開発機構）基準の政策分野

別社会支出費対 GDP 比がある。これは OECD の
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基準に従い各国の社会保障の内訳が分類されてお

り，国際的な比較が可能である。日本の政策分野別

社会支出費の内訳は，年金など高齢者に給付された

高齢関係社会支出が 2011年度 GDP 比で全体の

10.42，子どもを含む家族を支援するために給付

された家族関係社会支出が全体の1.35である5)。

2011年度 OECD 加盟国の平均では，高齢関係社会

支出は7.4であり，家族関係社会支出は2.24で

ある。日本の家族関係社会支出対 GDP 比は2009年
の0.96から1.28へ急激に増大した。これは2010年に

政権が変わり，子ども手当など家族政策の拡大を図

ったことが要因だと考えられる。2011年はさらに増

大し1.35となり，近年最も子どもへの社会支出が高

い年であった。しかしながら先進諸国と比較し，日

本は年金や医療費など高齢者関連の社会支出が多額

である一方で，子どもや子育て世帯への社会支出は

少額である。

主要先進国における2011年度家族関係社会支出対

GDP 比5)は，スウェーデン3.64，ノルウェー

3.08，イギリス3.97，フランス2.93であり，

日本の家族関係社会支出の1.35よりも高い割合で

ある。また，これらの国の2011年の合計特殊出生率

は，先進国の人口置換水準である2.1に近い出生率

となっている6)。合計特殊出生率を回復させ，少子

化の改善を行うためには，国家主導による積極的な

家族政策と多額の家族関係社会支出が重要と考えら

れる7,8)。日本の家族関係社会支出と合計特殊出生

率との関連を国際比較した先行研究からは，家族関

係社会支出と合計特殊出生率との間に有意な相関が

あることを報告している9,10)。近年，少子化の改善

は国際的に重要な課題として取り上げられており，

家族政策を充実させ，子育て世帯への社会支出に多

くの財源を充てることが必要との見解が示されてい

る11,12)。アンデルセンは新しい有効な家族政策はよ

り一層の公的支出を必要にするとし，追加支出が用

意できなければ，世帯所得の低下や子どもの数の減

少などが生じることを覚悟しなければならないと述

べている11)。また，大石らは雇用と家庭を両立させ

る家族支援の拡充を通じて，男性の子育て参加と女

性の就業中断期間が短縮すれば，女性が子供を持つ

ことの機会費用が軽減され，出生率の上昇も期待で

きると示唆されている6,7,12)。

少子化の要因は人口学，経済学，社会学などの分

野で研究がなされている6)。人口学においては結

婚・出産の先送りが初婚率や出生率の低下を招いて

いるとし6)，経済学においては，とりわけ女性の就

業に伴う間接費用の増大や就業と育児の両立の難し

さ13,14)，社会学においては価値観の多様性，ジェン

ダーの不公平さなどが挙げられている6,15)。しか

し，保健福祉の視点から出生と家族政策，家族関係

社会支出の検討を行った研究は数少ない。また，国

ごとに異なる子どもの人口割合や年少人口割合に対

して社会支出がどの程度かを考慮した報告は数少な

い。一方，先進国では少子高齢化が課題となってお

り，老年人口割合の増加が年金を含む高齢者関係社

会支出の配分に大きな影響を与えていると考えられ

る16～19)。このことから，国ごとに異なる年少人口

割合と老年人口割合で調整し，社会支出と合計特殊

出生率との関連を比較検討する必要がある。

国際人口開発会議（ICPD）にて提唱されたリプ

ロダクティブ・ヘルス/ライツには，カップルが健

康な子どもを持てる最善の機会を得られるような，

適切なヘルスケアサービスを利用できる権利が含ま

れている20)。これより少子化対策は，個人が子ども

を持つことを望んでいるにも関わらず，理想の子ど

もの人数を持てない要因がある場合に，それを除去

すること目的に検討していく必要がある。日本にお

いて，「健やか親子21（第 2 次）」では「子どものす

こやかな成長を見守り育む地域づくり」を基盤課題

に挙げ，国や地域公共団体による子育て支援策の拡

充，地域や学校・企業等の協力等が必要であるとし

ている21)。国，県，市町村が一体となり，子どもを

持つために障害となるものを取り除き，親が安心し

て子どもを産み育てることができるような社会環境

を整え，保健・福祉サービスの提供に取り組んでい

かなければならない。これらの知見をもとに出生率

と家族関係社会支出の関連を検討することは，今後

の家族を支える地域保健活動，社会福祉政策の方向

性を示す一助となると考えられる。

本研究では，子ども関連および高齢者関連の社会

支出を各々の人口割合で調整した国際比較を行い，

さらに子ども関連の社会支出と合計特殊出生率との

関連を検討する。

 研 究 方 法

. 対象

OECD に加盟している34か国を対象とした。現

在 OECD には，南北アメリカ，ヨーロッパおよび

アジア太平洋地域から，多くの先進国に加えて，メ

キシコやチリ，トルコなどの新興国を含めた34か国

が加盟している22)。

. 利用データ

子どもや高齢者に支出されている社会保障費に関

して，OECD Social Expenditure Statistics5)から，各

国の経済水準を考慮して，社会保障費の国際比較が

可能な GDP 比に占める割合でみた政策分野別社会
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図 OECD 加盟国の年少人口割合で除した家族関係社会支出対 GDP 比と老年人口割合で除した高齢関係社
会支出対 GDP 比の比較
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支出のデータを得た。このうち，子ども関連に支出

される社会保障費については家族関係社会支出，高

齢者関連に支出される社会保障費については高齢関

係社会支出のデータを用いた。

家族関係社会支出は，家族を支援するために支出

される現金給付および現物給付を計上したものであ

る。その現金給付は，家族手当，出産・育児休業給

付，その他の現金給付であり，一方，現物給付は保

育・就学前教育，その他の現物給付などのサービス

を提供する23,24)。

高齢関係社会支出は，退職によって労働市場から

引退した人および決められた年齢に達した人に提供

される現金給付である。給付の形態は年金および一

時金を含み，早期退職をした人の給付もここに含め

るが，雇用対策として早期退職をした場合の給付は

計上しない。高齢者および障害者を対象にした在宅

および施設の介護サービスを計上し，施設サービス

においては老人施設の運営にかかわる費用も計上し

ている。各国の社会保障制度が異なるため，各政策

分野の支出に含まれる制度は若干異なるが，OECD
の定めた基準に従って国ごとに家族関係社会支出と

高齢関係社会支出は集計されているため，国ごとの

比較が可能である23,24)。

また，年少および老年人口割合と合計特殊出生率

も OECD のデータを使用した25,26)。年少人口割合

は 0 歳から14歳まで，老年人口割合は65歳以上のそ

れぞれが人口に占める割合である。合計特殊出生率

は，1 人の女性が一生に出産する子どもの平均数で

あり，各国ごとに算出されたものを使用している27)。

. 分析方法

1) 家族関係社会支出対 GDP 比と高齢関係社会

支出対 GDP 比の国際比較

各 OECD 加盟国の家族関係社会支出対 GDP 比

と高齢関係社会支出対 GDP 比を比較した。その際，

OECD 加盟国間で人口に占める年少人口割合と老

年人口割合に差があることから，家族関係社会支出

対 GDP 比を年少人口割合で除したものと高齢関係

社会支出対 GDP 比を老年人口割合で除したものを

算出し，国ごとに各 GDP 比の比較を行った。

2) 家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生

率との相関分析

次に，家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出

生率との相関分析を行った。加えて，家族関係社会

支出を現金給付と現物給付に分け，それぞれ合計特

殊出生率との相関を調べた。

3) 家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生

率の偏相関分析

各国の年少人口割合が異なることから，家族関係

社会支出対 GDP 比と合計特殊出生率について，年

少人口割合で調整した偏相関分析を行い，両者間の

関連を検定した。同様に家族関係社会支出対 GDP
比を構成する現金給付対 GDP 比と現物給付対
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図 家族関係社会支出現物給付対 GDP 比と合計特殊出生率の相関

図 主要国の年少人口割合で除した家族関係社会支出対 GDP 比と老年人口割合で除した高齢関係社会支出
対 GDP 比，合計特殊出生率の比較
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GDP 比について，それぞれ合計特殊出生率との偏

相関分析を行った。

解析はすべて IBM SPSS Statistics 21を用いて行

った。

 研 究 結 果

1) 家族関係社会支出対 GDP 比と高齢関係社会

支出対 GDP 比の国際比較

OECD 加盟国それぞれの，年少人口割合で除し

た家族関係社会支出対 GDP 比と老年人口割合で除

した高齢者関係社会支出対 GDP 比の平均は，家族

関係社会支出は0.13，高齢関係社会支出は0.47であ

った（図 1）。日本は，家族関係支出は0.10，高齢

関係社会支出は0.45であり，どちらも OECD 加盟

国の平均よりも低かった。また，高齢関係社会支出

は家族関係社会支出に対して，約4.5倍の支出であ

った。主要国（主要国首脳会議で中心となる 7 か国

とする）に限定をした比較においても，日本の家族

関係社会支出は少額であった（図 3）。
2) 家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生

率との相関分析

家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生率と

の相関分析の結果，有意差は見られなかった（r＝
0.23, P＝0.20）。家族関係社会支出を現金給付と現

物給付に分け，それぞれ合計特殊出生率との相関を

調べた結果，現金給付対 GDP 比と合計特殊出生率

との間に相関はみられなかったが（r＝0.07, P＝

0.69），現物給付対 GDP 比と合計特殊出生率の間に

は相関傾向がみられた（r＝0.32, P＝0.06）（図 2）。
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表 家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生

率の偏相関分析

項 目
合計特殊出生率

相関係数 有意確率

家族関係社会支出
対 GDP 比 0.51 P＜0.01

現金給付 0.39 P＝0.03

現物給付 0.45 P＜0.01
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3) 家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生

率の偏相関分析

年少人口割合で調整した偏相関分析を行った結

果，家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生率

との間に有意な相関がみられた（r＝0.51, P＜0.01）
（表 1）。また，家族関係社会支出を現金給付と現物

給付に分け，それぞれの GDP 比と合計特殊出生率

との偏相関分析も行った結果，現金給付対 GDP 比

と合計特殊出生率（r＝0.39, P＝0.03），現物給付対

GDP 比と合計特殊出生率（r＝0.45, P＜0.01）との

間にそれぞれ有意な関連がみられた（表 1）。

 考 察

本研究では，OECD 基準である社会支出を用い

て，子ども関連の社会保障費に関する国際比較およ

び合計特殊出生率との関連を検討した。その結果，

日本の子どもや子育て世帯への社会保障費の GDP
比は低く，家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊

出生率の間には有意な関連が認められた。家族関係

社会支出対 GDP 比を構成する現金給付対 GDP 比

と現物給付対 GDP 比については，どちらも合計特

殊出生率と有意な関連が認められた。また本研究で

は，2011年の家族関係社会支出対 GDP 比のデータ

を使用した横断研究を行っている。このことは，主

要国において1980年から2011年までの日本よりも社

会支出対 GDP 比の伸び率が高い国がイギリスのみ

であり，それ以外の国は，日本よりも低い伸び率で

推移している点5)，また近年，家族関係社会支出に

大きな変化が見られない点から本研究デザインを採

用した。

. 社会支出対 GDP 比の国際比較

OECD 加盟国の2011年度社会支出の比較を行っ

た。人口割合を考慮した OECD 加盟国の平均より

も，日本の社会支出対 GDP 比は低かった。日本は

少子高齢社会であり，人口に占める子どもの割合が

減少し，高齢者の割合が増大したため，必然的に家

族関係社会支出が減少し，高齢関係社会支出が増大

したとも考えられる。しかし，勝又の報告による

と，児童・家族関係給付費の推移に関する調査にお

いて，日本の少子化が進み総人口における子どもの

割合が減少したことが直接的に家族関係社会支出の

規模に影響を与えたわけではないと報告してい

る28)。その理由として，家族関係社会支出は合計特

殊出生率が2.0を下回った1975年から近年まで GDP
比 1未満で推移しており，1980年から2011年まで

の約30年の間に家族関係社会支出対 GDP 比は増減

を繰り返しながら0.47から1.35となった。同じ

時期に高齢関係社会支出は3.0から10.42となっ

たことと比較をすれば，子どもや子育て世帯への支

出は低推移していたと考えられるとしている28)。

OECD 加盟国の中で，日本は経済全体の規模と

比較して社会支出が小さな国の 1 つとして位置づけ

られており，その位置づけは過去少なくとも1980年
代から変わっていないとされている29)。高齢化とと

もに高齢関係社会支出が高額になる一方で，子ども

や子育て世帯への社会支出は少額のまま推移してき

たと考えられる。

. 家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生

率の関連

家族関係社会支出対 GDP 比と合計特殊出生率と

の相関分析を行った結果，家族関係社会支出現物給

付対 GDP 比と合計特殊出生率との間に相関傾向を

示した。家族関係社会支出対 GDP 比を年少人口割

合で調整した偏相関分析を行った結果，家族関係社

会支出対 GDP 比，現金給付対 GDP 比，現物給付

対 GDP 比は，それぞれ合計特殊出生率と有意な相

関がみられた。

2007年時点における OECD 加盟国のデータを用

いて行った家族関係社会支出対 GDP 比と合計出生

率との関連調査では，家族関係社会支出が多い国ほ

ど合計特殊出生率が高い傾向が見られた9,13)。ま

た，加藤は家族関係社会支出対 GDP 比を現金給付

と現物給付にわけて合計特殊出生率との関連を調査

しており，現物給付対 GDP 比のみを変数とした際

に，合計特殊出生率との間により強い関連があると

報告している10)。とくに保育サービスが出生率を引

き上げることは実証的な根拠も述べられてい

る30～32)。本研究も先行研究とおおよそ同様の結果

となったが，家族関係社会支出を現金給付と現物給

付に分けて行った偏相関分析において，現金給付と

現物給付のどちらとも合計特殊出生率と有意な相関

がみられた。これは，社会支出の大きさに強く影響

していると考えられる年少人口割合を調整したこと

で，関連が示されたと推測する。

また，先進国において，合計特殊出生率が低迷し

た後に回復した国は，経済規模に対して比較的，家
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族関係社会支出が大きな割合を占めている33)。2010
年に合計特殊出生率が人口置換水準である2.1近く

まで回復した国にはイギリス，スウェーデン，フラ

ンスがあり26)，いずれも家族関係社会支出対 GDP
比が OECD 加盟国の平均以上である。

守泉らによると，多くの先進諸国では平均理想子

ども数が 2 人以上であるが，その一方，晩婚化とそ

れに伴う高齢化での産みそびれが出生率の低下を引

き起こしているとしていると指摘している34,35)。先

進諸国で晩産化を引き起こした要因は，女性の高学

歴化，雇用労働力化に伴う女性の社会経済的地位の

上昇や子育て費の上昇といった社会経済的要因と，

女性の家族的役割やジェンダーに対する価値観，社

会規範の変化といった文化的要因が挙げられる35)。

松田は日本の少子化対策の課題の一つに日本人が

欲しい数だけ子どもをもうけることを断念している

ことを挙げた36)。その理由は，子育てや教育にかか

る費用が高額であり，子どもを産むことを容易に決

断できなくなっていることだと指摘している37,38)。

2012年の内閣府の調査によると，将来的にさらに子

どもを持つと考えた時の不安として「経済的負担の

増加」（70.9）が最も高く，次いで「仕事と生活・

育児の両立」（45.9），「不安定な雇用，就業関係」

（42.2），「保育所などの保育サービスの不足」

（35.3）と報告している39)。このことから，保育

サービスや就学前支援など現物給付の充実を図り，

子育てと就労のバランスをとることが合計特殊出生

率を回復させる一要因となると考えられる11,40,41)。

大石は家族関係社会支出の規模を国際比較し，相対

的に出生率の高い国は，OECD 平均以上に保育

サービスへのアクセスが良く，家族支出のレベルも

高いと報告している12)。さらに，育児休業制度が充

実していることは，必ずしも高出生率と関連してい

ないことから，保育サービスの拡充や経済的な支援

が，出生率へより効果的であると示唆してい

る8,12,30,42)。これより，現物給付は合計特殊出生と

の関連が強い因子であることが示唆される。一方，

家族関係社会支出対 GDP 比が少額であるにも関わ

らず，アメリカとカナダの合計特殊出生率は他の国

よりも高い水準である。アメリカは1980年代半ば以

降，合計特殊出生率が上昇傾向を示した。これは10
代の妊娠・出産が増えたことによる結婚年齢の低下

と，比較的若い移民による妊娠・出産による引き上

げが主たる要因であるとされている43)。アメリカは

西欧先進国の中で全体人口が増加している国であ

り，移民の高い出生率は注目すべき点である。カナ

ダは社会保障制度における州・準州の役割が大き

く，児童扶養支援は保育所，幼児教育等について

州・準州ごとに独自のサービスが展開されており，

政府の支出として計上されない。また，連邦は所得

税制を通じてさまざまな児童扶養支援策を展開して

おり43,44)，これら所得控除は政府支出の統計に現れ

ない「租税支出 tax expenditure」である。このよう

に統計には現れない家族政策があり，カナダ政府部

門を実態以上に「小さな政府」に見せていることが

要因であると推測する。日本においても，乳幼児等

に係る医療費の援助などを各自治体が独自に行って

いる45)。しかし，2011年度厚生労働省46)によると，

年少人口の国民医療費を GDP 比に換算すると約

0.001であり，年少人口の医療費助成金額は今回

の研究においては影響ないと考えられる。

出生率が回復した国としてフランス，スウェーデ

ン，デンマークを例に挙げると，フランスの国家政

策の基本にあるのは働く女性であり，家族政策の中

では「子どものいる女性労働者」をモデルとしてい

る。したがって仕事と家庭の両立が，家族政策にお

いて重要な政策課題となっている47,48)。婚外子やひ

とり親家庭でも一般家庭と変わらず社会保障を受け

ることができることに加え，育児休業や保育サービ

スの充実など，様々なライフスタイルにあわせて

サービスを選ぶことができる仕組みとなっている48)。

スウェーデンの特徴は，保育・就学前教育政策を

孤立した政策としてではなく，その時代の政治課題

に応えるために，貧困対策，人口危機対策，家族政

策，労働市場政策，男女平等政策，教育政策などと

連動して発展させられてきたことにある49,50)。高い

合計特殊出生率の背景には保育施設の完備ととも

に，育児と仕事を両立できるさまざまな施策がある

とされている50)。施策内容には育児休業の増加，父

親の育児休業の取得を促進するとともに，社会的性

差の排除，機会均等オンブズマンという組織が育児

休業を取りにくい場合に雇用主や組合との交渉や裁

判のサポートをする体制も整えられた50)。

デンマークは国民の生活満足度が高いと言われて

いる国であり，合計特殊出生率も2011年で1.75であ

る。1960年代から福祉の充実，教育機関の延長，女

性の労働参加の増加，男女の役割の変貌により，女

性の就労生活を支える基盤をつくるための政策が作

られた。その後も就労と家庭生活の両立をめざし，

労働生活上の規制や社会手当に向けて，様々な法案

が提出された51)。女性の社会進出とともに保育所不

足が起こり，社会保障法によって，地域に必要な数

の保育施設を確保することが地方自治体の責任であ

るとされたことから，現在の出生率の維持が可能と

なってきていると述べられている52)。1990年代以降

の大きな課題は「家族にやさしい労働体制」であり，



351351第63巻 日本公衛誌 第 7 号2016年 7 月15日

家族に配慮した柔軟性のある勤務体制や企業への家

族政策に足しする意識を高めることが計画に盛り込

まれている53)。

諸外国の子育て支援を参考に子どものための手当

など現金給付の充実や保育・教育費用の軽減策など

現物給付の充実によって，子育て・教育にかかる家

庭の費用を軽減する必要があると考える。

. 研究の限界と可能性

本研究では対象を OECD 加盟国に限定してお

り，得られた結果は先進諸国に限定されると考えら

れる。また，OECD 基準による社会支出対 GDP 比

を用い，経済水準を考慮した比較を行ったが，家族

関係社会支出に含まれる政策は国ごとにさまざまで

あり，対象となる年齢や政策内容までは比較をする

ことはできなかった。さらに，各国の税控除や医療

費，教育費なども考慮して検討することができなか

った。社会保障費の分配においては，各国の社会保

障制度や経済状況が異なるために，実際に家庭へ分

配される金額や分配方法が国ごとに異なる。故に，

実際に家庭ごとに，どのように社会保障費が分配さ

れるか考慮をしていない。その国独自の文化や歴史

的背景とともに出産や子育てへの考え方も異なるこ

とから，各国の制度，子育て政策，文化や価値観を

考慮した分析が今後必要である。一方，本研究は横

断研究であり，因果の推定には至らない。しかし，

本研究では近年のデータによる国際比較可能な社会

支出対 GDP 比を使用し，また各国の年少人口割合

を考慮した結果を示しており，今後の少子化対策の

一助となることが期待できる。

 結 語

本研究では，経済水準を考慮した子ども関連の社

会保障費の国際比較を行った。日本の子どもへの社

会保障費は少額であり，さらに，保育サービスや就

学前教育の充実など社会保障費の現物給付費を増や

すことは，合計特殊出生率を回復させる一要因とな

ることが示唆された。

本研究は開示すべき COI 状態はない。

(
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International investigation into the relationship between social expenditure for
family and total fertility rate

Airi MOTOKI, Ryoji SHINOHARA2and Zentaro YAMAGATA3

Key wordsdeclining birth rate, social security, family-related social spending, total fertility rate, interna-
tional comparison

Purpose Declining birth rates are an important social issue worldwide, and allocating resources to beneˆts
for child-rearing households is a necessary countermeasure. In this study, we investigate and com-
pare the relationship between child-related social security costs and total fertility rate internationally.

Method In 2011, the ratios of family- and elderly-related social spending to gross domestic product (GDP)
were recorded in 34 Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) member
countries. The former was designated as the percentage allocated to members of the population be-
tween the ages of 0 and 14 (young population ratio), and the latter was designated as the percentage
allocated to members of the population over the age of 65 (elderly population ratio). We compared
these two factors for every country and performed correlation and partial correlation analyses of
total fertility rates and family-related social spending to GDP adjusted by population proportion to
examine the relationship between the two.

Results The comparison of the youth and elderly populations' spending ratios in the total social spending
to GDP ratio revealed that OECD countries had an average family-related social spending ratio of
0.13 and an average elderly-related social spending ratio of 0.47. Comparatively, Japan has a
family-related social spending ratio of 0.10 and an elderly-related social spending ratio of 0.45. In
the correlation analysis for total fertility rates and family-related social spending to GDP ratio, the
beneˆts-in-kind to GDP ratio and total fertility rates indicated a trend toward correlation (r＝0.32,
P＝0.06). In addition, the results for the partial correlation between family-related social spending
to GDP ratio and total fertility rates showed a signiˆcant correlation between the two. When divided
into cash beneˆts and beneˆts-in-kind, the partial correlation analysis of the GDP ratios and total
fertility rates revealed a signiˆcant correlation (r＝0.51, P＜0.01）. Beneˆts-in-kind (r＝0.45, P＜

0.01) had a stronger correlation than did cash beneˆts (r＝0.39, P＝0.03).
Conclusion In an international comparison accounting for economic standards, the social security cost of

children and child-rearing families in Japan was low. Further, in terms of social security spending,
increasing beneˆts-in-kind, such as improving childcare services or preschool education, is one fac-
tor that improves the total fertility rate.
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